
5:保健事業等
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後期高齢者の健康診査について

老人保健法 (～ H19) 高齢者医療確保法(H29～ )

特定健康診査
名称 基本健康診査

l＼

1/

40～ 74歳

対象 40歳以上
医療保険者 (実施義務)

国1/3、 県1/3、 保険者(国保)1/3
※医療保険者が市町村国保の場合

実施主体

〔補助先〕 市町村(実施義務) 後期高齢者の健康診査

75歳以上

葺用阜揮 国‐1/3●県‐1/1‐、‐市‐町村1/3 ″年度)
「 ‐  ■‐■ ‐

国1/3、 残りは県又は市町村又は保険料

:益婦綿儡鑢%潮鍵巡議飢靖腋itttiti
ごの他

=こ
、焼 議 曖 鶴 御 婚 %趣 町補への地財措置あ先 」イイ.θ億円 (H22年度)
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特定健診・特定保健指導について

○ 医療保険者 (国保・被用者保険)に対し、40歳以上の被保険者・被扶養者を対象とする、内臓脂肪型肥満

に着目した健診及び保健指導の事業実施を義務づけ(平成20年度より)。

○ 各医療保険者は、作成した特定健康診査等実施計画に基づき、計画的に健診口保健指導を実施

°警冬熙暑腫 蔓譜]〕瑞鳳組際
で健診・保健指導を受けられるよう配慮

卜る事業提供の活用が可能 (費用負担及びデータ管理は、利用

⇒蔦累写習薦ぜ蓄譜肇涎塾夕:管深険者協議会において、都道府県が中′いになつて、効率的なサービス提供がなされるよ

う、各医療保険者間の調整や助言を行う。

°
木 舞雪l理:ぜ霧笛爾証薯己高舞藝著卍蒻零L｀

保{建指導を受ける者を効率的に選定するとともに、事
建診等の結果の情報を保存じやすい形で提供する。

○ 市町村国保や被用者保険 (被扶養者)の健診について、一部公費による支援措置を行う。

医療保険者 医療保険者 生活習慣病

昌顆

生活習慣病
に起因する

デ
聾 整 魃

:~~ 、
:     、

Ll′ ′

艦
齢

・減算

高
支
算

期
療
加

後
医
の

46-74歳の医療保険カロ

入者=約5,600万人
約25%
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075歳以上の健康診査の健診項目については、腹囲の計測を除き、特定健診と同様。
特定健鷹診査と75歳以上の健康診査の健診項目比較

○ :必須項 目

● :医師の判断に基贅 選択的に実施する項 目

■ :空腹時血糖とヘモグロビンAl cの いずれか一方を実施

健診項 目 特定健診 健康診査(75歳以上 )

O ○

間診
服薬歴、既往歴、生活習慣に関する項目

自党症状等 ○ O

計 測

身 長 O ○

体重 ○ ○

BMI O ○

血 圧 ○ O

腹 囲 ○

診 察 理学的所見 (身体診察 ) ○ ○

月旨質

中性脂肪 ○ ○

HDL O ○

LDL ○ ○

肝機能

AS丁(GOT) O ○

ALT(GP丁 )
O ○

γ一G↑ (γ ―GTP) ○ ○

代謝系
空腹時血糖 ■ ■

.l.€f trClAlc ■ ■

尿・腎機能
尿 糖 ○ ○

尿蛋白 ○ ○

貧血検査

(血液一般 )

血色素量 ● ●

赤血球数 ● ●

ヘマトクリット値 ● ●

心機能 心電図検査 ● ●

眼底検査 眼底検査 ● ●

医師の判断 医師の判断欄の記載 O ○
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生活習慣病対策について

総合的な生活習慣病対策の実施が急務

→ 短期的な効果は必ずしも大きくないが、中長期的には、健康寿命の延伸、医療費の適正化等への重要なカギとなる。

死因別死亡割合 (平成17年)生 活習慣病…・60.1% 我が国における死因別死亡割合の経年変化

(死亡割合1947-1989)

生
活
習
慣
病
に
含
ま
れ
る
も
の

ヽ

―

―

―

―

‐

＞

‐

‐

‐

―

―

ノ

(注 )人 口動態統計 (平成17年 )により作成

※ 生活習慣病に係る医療費は、国民医療費 (約 33兆円)の約3分の1(10 7兆円)(平成 17年 )

脳血管疾患 123%

我が国の疾病構造は感染症から生活習慣病へと変化している。
生活習慣病は死亡割合の約6割を占めている。

医療制度改革において、生活習慣病予防の観点から、

診査や保健指導を導入 (平成20年度より実施 )

メタボリックシンドロームの概念を踏まえた、医療保険者による健康



後期高齢者医療制度の保健事業等について

財政支援について

<国の支援>

平成20年度 30.4億円 平成21年度 35.2億 円

受診率 21%(実績) 受診率 24%(実績見込) 受診率 27%(予算ベース)

健康診査の充実

につい

<都道府県の支援> 11都 道府県 約11.4億円(平成21年度)

<市町村の支援>  9広 域連合管内の296市町村 約8.5億 円(平成21年度)

と協議の上、

① 平成22年度目標受診率

② 目標受診率達成に向けた具体的な取組

を掲げた健康診査受診率向上計画を策定したところであり、各広域連合において、計画に基づく取組を着実に実施。

これまでの対応

平成20年7月 より、各広域連合に対する特別調整交付金を活用して、後期高齢者の健康づくりのための「長寿口健康

増進事業」の一環として、市町村における人間ドックの実施を含め支援しているところ。

臨:|::優葉樽藝〕量雲:糧曇嬉進重羹鶉1::;1詈
;::ょ

「
lilZ〕il舅:11:1曽影議が3にィ寸金を活用]

隈 施市区mT本寸数】  71「
亀富 辱奮;[ぅち2;ま顧菖♂為が交イ寸金を

'舌

用]

実施に向けた検討について

各広域連合において、従来人間ドツクを実施していた市区町村等に、長寿・健康増進事業の周知と次年度の実施に向けた検討

を要請するよう重ねて依頼(H21.10・ H22.1)。

人間ドックの再開



1長寿・ 健康増進事‐業の1実施

平成20年 7月 から、'広域連合が高齢者の健康づくりに取り組む事業を支援するため、特別調整交付金の一部を活用して、

「長寿・健康増進事業」を実施している。

(ア)健康教育・健康相談事業                     、
(イ )健康に関するリーフレットの提供

(ゥ )スポーツクラブ、保養施設等の利用助成

(ェ)スポーツ大会、レクリエーシヨンの運営費の助成

(オ )その他、被保険者の健康増進のための事業(人間ドック等助成事業・はり・きゆう等助成事業・運動教室等実施事業等)

健康づくり施策の構築・董複頻回受診等に対する指導・支援を行う。

を実施することにより、将来における医療費の伸びの鈍化を目指す。
. _ _ _ ゛ に L_― ′Lハ ¨ ユ 古 ― ユ 1-4由 十 群

“

部 LL+Z

事業内容・・・県越をQ担曙に分け、各地区から老人クラブを各2団体(運動実施群と未実施群)を選出する。

ア 運動実施群
(1)「 いきいき教室」1こおいて習得した筋カアップ運動や筋膜マッサージを2か月間行い、この運動実施期間の前後に、

一
・

―
一 =―  

一
]― ― 、い ユ LL一 皓

―
_工  'ミ ハ 熱 田 土 堀 ム 十 ス

①体力測定及び②アンケート調査を実施し、筋カアップ運動や筋膜マッサージの効果を調査する。
.. .     _ 0ヽ ― こ 1 ●1 -― ―一   II   ヽ゛

― ユ ロヨチ 墨口
=未

E"卜 Z

(       を追跡し、誘肺 蓮断や誘膜マ1ッサージの効果を調査する。

筋襟乙ヲ ぉ15子り事二藻昇蜜」猛拒:冒暫請督蒼科諏協ズ濡引著F膜
マッサージ未実施者に対しても
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「長寿健康増進事業」では、広域連合の行うモデル的な事業については、特に重点的に支援を行つている。

事鷺顧f豊ぽ亀認哩轟『塾嘉 彗撃を

轟酪…厭 朧撃3躁鰍 郵五昇告若覇護務房嘉勢契輔露智誌1轟経警翠苛庸乖語ヒ

広1鍵
‐
合の行うモデル的な事1業の

1支
援|



医療費の効率化を図るための事業

L萱零輩響響堕ぎ雪筈冨鸞ま雪響鼈蜜ξ電筆竃増鬼鼻:対して、保健師等による適正受診の促進のたりの訪問才旨導を実施。

医療機関に同一月内に受診した方 (概ね3箇所以t上を3ヶ月連続)

自を多数受診した方 (概ね15回以上を3ヶ月連続)

【実施状況】 <平成20年度>12広域連合 <平成21年度>14広域連合

こ・配布やジエネリック医薬品希望カード(患者がジエネリック医薬品

る意思表示カード)の作成・配布。

臀麟型  こ    朧 )

ヽ

―

―

ノ

二
'「

下 ||■■‐‐ |■■■1

医療機関から請求されたレセプトの内容を、資格や請求点数等の観点から点検することにより、再審査請求等を実施。

【実施状況】 <平成20・ 21年度>47広域連合

※平成20年度審査支払件数:約 3億7,000万件

被保険者に対し、医療費に対する認識を高めてもらうために、本人の受診状況・自己負担額等を通知。

【実施状況】 <平成20年度>39広域連合 <平成21年度>43広域連合

中央社会保険医療協議会(中医協)においてとりまとめられた答申書の付帯意見の趣旨を踏まえ、全医療保険者において医療

機関の適正受診を図るための周矢口啓発を実施。
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平成22年度 国保保健事業|

生活習慣病の一次予防の取組の重点イヒ

特定健診・保健指導の効果的な実施

①先駆的 。モデル的事業

②受診勧奨者への訪Fo5指導事業

③早期介入保健指導事業

(2)国保保健指導事業

○重複 。多受診者への訪問指導

(3)健康管理センター等健康管理事業

①健康管理センターによる事業

包括的な保健医療の取組の推進

②歯科保健センターによる事業

歯科にかかる在宅ケアの推進

③直霞鰤琴塵譲7唱猛房蓬携による健
康の保持増進

(4)健康総含対策事業

(平成22年度廃止)

(5)生活習慣病予防対策支援事業

〇年度途中ね0入者対策

(平成 22年度廃止 )

o健診等の未受診者対策

特定健診・保健指導の未受診者等

に対 し、その理由等に応 じた取組

: 被保険者の健康の保持増進・QOLの向上と医療費適正イしに資するため、被保険

:者の積極的な健康づくりを推進し、地域の特性やe」意工夫を活かした事業の実施を

支援する。

○保健事業の中・長期的な実施計画の作成とそれに1基づく事業助成

(1)国保ヘルスアップ事業 (先駆的・モデル的事業)【再編】

市町村保険者が医療機関等と連携し、地 l或

における生活習慣病の発症予防から重症化防

止の連携 。支援システムを構築し、受療促進

や治療・服薬の中断防止などを総合的に行う。

(2)国保保健指導事業

①重点的に推進する事業 (必須事業)【新規】

○特定健診 。保健指導の未受診者対策
・地区組織や関係機関と連携した対策
・生活習慣病予防に関する健康意識の啓発

○生活習慣病の 1次予防のための早期介入
・40歳以上の特定保健 l旨導予備群に対する早期介入

(特定保健指導の対象者は除く)

・40歳未満の被保険者に対する早期介入

保一般事業

○健康教育  ○健康相談  ○保健指導

○訪Fo5指導  ○歯科保健活動

○健康づ<り を推進する地上或活動等の育成等

○その他 (市町村独自の取組 )

(3)健康管理センター等健康管理事業

①健康管理センターによる事業

②歯科保健センターによる事業

③直営診療施設による事業

: ―律助成     :
助成期F83 3年

保険者の実施計画に

基づいた一括助成万

式

被保険者数に応 じた

従来の助成の継続

平成21年度

(1)国保ヘルスアップ事業

助 成

l.…
… …

...… … … … … … … …・・ ''・・ … … … … … … … … ・・・ … … … … … … … …・・・ … … … … … …・・・ …・・・ … …・・
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協会けんぼにおける医療費適正イヒ対策

○
:地響窪需質憂事3雀裡饉爆醤、健診データのレーダーチヤート等を公表
・ 地域の医療費分析、健診データと医療費データの突含分析

○ 後尭医薬品の使用促進
・ 医療費通矢□等に同封し、希望カード3,300万枚を加入者に直接配布

・ 後発医薬品に切り替えた場合の自己負担の軽減額を個人ごとに通矢□

※40歳以上の長期服用者 (全国で約170万人の見込み)に重点的に実施。全国展開中。

インターネツトを通じた医療費のo矢□らせ

保健指導の効果的な推進

関係方面への積極的な発信

調査研究の推進

健保組合における医療費適正化対策

呆組合においKニ

°
 履標雇暑肇ぁ換峯了極奥塵棄ξ雰震嵩穐窪

適正支給の確言
]、
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